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板橋区の地域福祉
〜板橋区におけるボランティア・NPO活動の推移〜
　　　　　　　　　　　　　　　　中村昭雄／大東文化大学法学部政治学科教授

　
１．「ボランティア活動推進条例」の制定

1995年1月17日に発生した阪神・淡路大震災は、その後の日本のボランティア活動に大きな影響を与えた。この時の被災地におけるボランティア・NPO団体の活躍は、多くの人々に共感を与え、ボランティア活動に対する関心を高めた。

板橋区では、翌1996年3月の「板橋区政活性化推進懇談会」の答申によって、ボランティア・NPO活動の推進が始まった。この答申では、(1)行政に対する区民ニーズが高度化・多様化する中で、区が区民・企業などと協働して、社会的な課題を解決する領域がさらに拡大する、(2)区は、地域活動などできめ細かな対応を実現するためには、ボランティアなどとの関わりをより密接にする必要がある、(3)ボランティア活動を活性化するため「ボランティア条例」の検討などの支援体制の整備を図らなければならない、とされた。

この提案を受けて、板橋区は1997年3月、ボランティア活動に関する知識の普及、意識の啓発及び活動環境の整備を目的として、日本で初めての「ボランティア活動推進条例」を制定した。これを機に、板橋区におけるボランティア・NPO団体との協働の推進に向けての取り組みが具体的に動き出した（なお、これまでのボランティアに関する事業は、1991年から板橋区社会福祉協議会（以下「社協」という）が運営する「板橋ボランティアセンター」が、活動の窓口としての役割を果たしてきた）。

国においても、翌1998年、ボランティア活動をはじめとする市民活動の健全な発展を促進し、公益の増進を図ることを目的として「特定非営利活動促進法(NPO法)」を制定し、NPO活動の環境整備を図っている。

２．「板橋区ボランティア活動推進協議会」の設置

「板橋区ボランティア活動推進条例」に基づいて、1997年7月、「板橋区ボランティア活動推進協議会」が設置され、20名の委員が(1)総合ボランティア構想、(2)ボランティア活動環境の整備、(3)ボランティアに関する区民意識の醸成、(4) 協働のあり方等のテーマについて、1997年から1期2年、3期6年に及ぶ検討を重ねた（筆者は、第3期の協議会に参加した）。

検討の結果、2004年5月、協議会は「提案書」をまとめ区に提出した。その提案の主な内容は、「いたばし総合ボランティアセンター」設置に関するものであった。この提案を受け、板橋区は「（仮称）いたばし総合ボランティアセンター」設置に関する基本構想を策定した。この基本理念として、ボランティア・NPOの自主的・自発的活動の推進施策を総合的に実施することがうたわれた。この構想の中で、過渡期として当面は区民、NPO法人、社協、板橋区の四者により企画・運営をしていくこととし、将来的にはボランティア活動の趣旨から見て、行政主導ではなく、ボランティアやNPOの自主的運営による住民主体の中間支援組織を目指すとされた。

この間、板橋区は2002年にボランティア・NPO 支援組織として、「総務課ボランティアNPO 係」を新設、同年、廃校になった小学校を利用して、交流の場として「いたばしボランティア・NPOホール」を開設した。

３．「いたばし総合ボランティアセンター」の開設

この基本構想を踏まえ、2005年に四者からなる運営委員会を設置し、翌2006年4月に「いたばし総合ボランティアセンター」（以下「センター」という）が開設された。その概要は、以下の通りである。　　

(1)組織・・・センターは、役員会、運営委員会、事務局で組織されている。

①役員会・・・センターの経営管理を行い、運営委員会の運営方針や事業計画案な
どを決定する。区民、協働NPO法人、社協、板橋区より各2名、学識経験者1名の
計9名で構成されている（筆者は、2008年から役員会の役員を務めている）。

②運営委員会・・・センターの運営管理、方針、事業計画などの立案を行う。区民
4名、協働NPO法人・社協・板橋区より各1名、学識経験者1名の計8名で構成さ
れている。

③事務局・・・センター事業の運営及び実施に係る庶務を行う。協働NPO法人より
2名、社協より4名の計6名で構成されている（なお、2011年から、事務局の運営
はNPO法人が担うこととなり、社協は事務局から撤退した）。

(2)四者の役割・・・センターは、区民、協働NPO法人、社協、板橋区の四者が役員や
運営委員となり企画・運営されているが、四者の役割は以下の通りである。

1 区民・・・センターにかかわる全ての活動を支援すると共に、センターの適正な
運営を担保する役割を担う。

2 協働NPO法人・・・従来の行政や社協では十分に対応しきれない問題への対応な
ど、センター活動の一翼を担い、事務局スタッフとして業務を担う。

3 社協・・・ボランティアセンターにおいて実施していた業務を継続すると共に、
ボランティアNPO活動を支援し、社協に係る事業の経費と社協職員人件費の一部を負担する。

4 板橋区・・・区及びその他の行政機関などとボランティア・NPO関係との連絡調
整を担当する。センターにおける人件費やボランティア・NPO活動推進に係る経費の負担、センター事務所やボランティア・NPO活動推進に係る施設の提供、備品の貸与などを担う。

(3)事業内容・・・センターの主な事業は、以下の通りである。

①ボランティア・NPO活動に関する相談・紹介

②ボランティア・NPO活動に関する情報提供

③NPO法人の設立相談

④ボランティア・NPO活動に関する講座・イベントの実施

⑤ボランティア・NPO活動の場・設備の提供

⑥ボランティア・NPOのネットワークの推進

⑦ボランティア保険、行事保険の取扱窓口

⑧災害時のボランティア活動拠点の整備

(4)経費

　委員、役員への報酬は無償。運営にかかる経費は、人件費以外の事業費については区からの負担金、センターの管理業務委託費は自主財源で運営されている。

(5)2010年度事業実績

板橋区負担額事業として、「いたばしボランティアフェスタ2010」を開催し、51団体の参加、約3000名の来場者があった。そのほか、「ヤングボランティアネットワーク事業」、「災害ボランティア拠点事業」、「いたばしボランティア・NPOの集い」などを実施した。

社協負担額事業としては、「ボランティア基礎講座」、「夏季ボランティア活動体験事業」、ボランティア情報誌の発行、ホームページの運営、福祉機器の貸出、地域行事への参加などを行っている。

総合ボランティア事業としては、(1)相談業務は小中学校の総合学習と職員派遣、高校の奉仕活動体験と職員派遣、ボランティア相談、(2)東日本大震災の避難者の緊急受け入れと駐車場の提供、(3)東日本大震災の避難者への食事提供支援、(4)使用済み切手整理活動、(5)ボランティア保険の取扱などを行っている。

また、施設利用登録団体は180団体あり、延べ3,222団体、39,355人に施設貸出を行っている。

４．評価と課題

板橋区におけるボランティア・NPO活動は、センターの設立により、それまで社協が主に扱ってきた福祉分野のボランティア活動から、子育て支援、外国人支援、災害支援、まちづくり、自然保護など様々な分野へと活動が多様化、活発化し、ボランティア間のネットワークが広がったことが評価される。また、毎年開催しているボランティアフェスタの参加団体、参加人数も増加しており、ボランティア活動の一定の成果をあげているといえる。

センターの運営は、2011年度からNPO法人の職員が行うようになったが、これは区民やNPOの自主的な運営という理想像に一歩近づいたものと評価できる。

一方、今後の課題としては、まだまだこのセンターが区民に十分周知されていると言いがたい。そこで、このような活動をさらに活発化していくと共に、区内にある各団体へのネットワークを拡充し、センターが中間支援組織としての役割を果たしつつ、板橋区におけるさらなるボランティア・NPO活動の推進が望まれる。
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